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2023年民間主要企業の年末一時金 
妥結額は84万9545円、0.78％増 

 

厚生労働省がこのほど発表した2023年民間主要企業の年末一時金妥結状況によると、同年の妥結額は84

万9545円、前年に比べ0.78％（6567円）増となり、２年連続で増加した。集計対象は、資本金10億円以

上かつ従業員1000人以上の労働組合のある企業のうち、妥結額等を把握できた331社。また、要求状況に

ついては、把握できた248社でみると平均88万2117円で、前年比1.25％（１万862円）増だった。 

妥結額を業種別にみると、「自動車」（53社）が96万9456円（対前年比0.59％増）で最も高く、次いで、

「鉄鋼」（12社）が95万7897円（同▲4.43％）、「造船」（８社）が95万831円（同6.25％増）など。一

方、最も低いのは「サービス」（12社）で52万7504円（同▲11.63％）、次いで、「卸売・小売」（44社）

が59万6242円（同0.70％増）、「運輸」（15社）が64万7928円（同4.56％増）などの順となっている。 

妥結額の対前年度比が高い業種では、「造船」が6.25％増で最も高く、次いで、「食料品・たばこ」（11

社）が6.19％増（妥結額83万4850円）、「その他製造」（８社）が5.28％増（同71万1456円）など。一

方、最も低い業種は、「サービス」の▲11.63％だった。 

また、妥結時期が判明している企業295社についてみると、９月末までに全体の77.3％が妥結しており、

2022年よりも0.4ポイント増加している。 

 

 

賃上げ促進税制を強化し３年延長 
中小企業に５年間の繰越控除創設 

 

2024年度税制改正の柱の一つは、賃上げ促進税制の強化だ。全法人向けの措置について見直した上で、

その適用期限を３年延長する。見直しは、原則の税額控除率を10％（現行15％）に引き下げ、税額控除

率の上乗せ措置を、前年度から給与総額を４％以上増やしたら税額控除率に５％を加算する。その増加

割合が５％以上の場合は10％、７％以上の場合は15％をそれぞれ加算する。この結果、賃上げのけん引

役として期待される常時使用する従業員数2000人超の大企業は、継続雇用者の給与等支給額の増加に応

じた控除率の上乗せについて、さらに高い賃上げ率の要件が創設され、従来の３％以上、４％以上に加

え、５％以上、さらには７％以上の枠が設けられ、賃上げを促していく。 

税額控除率の上乗せ措置には、従来からある教育訓練費の実施に加えて、女性活躍、子育て環境整備の

要件であるプラチナくるみん認定又はプラチナえるぼし認定を受けている場合には、税額控除率に５％

を加算する措置が創設される。 

中小企業の場合は、新たに５年間の繰越控除制度を創設し、赤字企業に対しても賃上げにチャレンジす

る後押しをする。賃上げに伴う税額控除は、給与総額を1.5％以上増やせば増加分の15％を、2.5％以上

増やせば30％をそれぞれ控除。また、教育訓練費に係る上乗せ措置は増加割合が５％以上であれば10％

加算する。この結果、子育てに係る５％加算を加えれば、最大45％が控除できるようになる。 

 


